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十一月の如きは 99%の多きに逹せり」（安永 1934: 261）との報告がある．そこでは，運転実績と
ともに，今後改良や研究の必要な点が指摘されており，なかでも，「截炭機の部分品中甚緊要
なるビックボックスの如き屢々

























































                                                        
























CM と SC は，その後もルーム採炭のみならず，SD 切羽新設の沿層掘進にその能力を発揮す
るようになる．保有台数を増やすとともに，1CM（1957 年），8CM（1966 年），10CM（1972 年），













旧太平洋炭礦  炭鉱展示館に屋外展示されている 
米 JOY 社製コンティニュアスマイナー（8CM） 






















なこと，天盤条件を良くすることから事故が減少する」（『太平洋』第 164号，1959年 9月 13日）．
重量のある摩擦鉄柱に比して取り回しの良い水圧鉄柱の導入はすぐに現場に受け入れられ，
翌年には同紙に「フエロマテイク水圧鉄柱好評  能率安全率ともに上々」（『太平洋』第 173 号，
1960 年１月 25 日）という記事が掲載されるほどであった． 
また，1960 年にはフェロマティック水圧鉄柱と同じ構造をもつ三井三池製作所（三作）製の







                                                        















ーベル」1960 年８月～10），ウンバウホーベル（1962 年８月～）11，タンデムホーベル（1963 年９
月～）12，キャステロホーベル（1964年９月～）13，グライトホーベル（1966年１月～）14など多様な
                                                        
8 『先山教本〔採炭編〕』（釧路鉱業所 1963）など「レッベホーベル」と表記する資料もある．  
9
 『太平洋』第 182 号，1960 年５月 10 日．  
10
 『太平洋』第 190 号，1960 年８月 25 日．  
11
 『太平洋』第 229 号，1962 年７月 13 日．  
12
 『太平洋』第 257 号，1964 年９月 14 日．  
13
 『太平洋』第 283 号，1964 年 10 月 15 日．なお，『太平洋』第 273 号（1964 年５月 12 日）















採炭機の比率の推移をみると，1962 年から 1966 年までの４年間は「100％ホーベル採炭」（太
















                                                        





































自走枠として三作製 MKSP-FUU-TY2 型自走支保（以下，「UU 枠」とする）が採用された（岸





 IU 枠と比較して，UI 枠は，重量があり耐力が大きい U 枠が先行するため，後方の枠（I 枠）
を引き寄せる際に有利である．天盤が軟弱で払い跡側の枠が大きな荷を受ける場合に有効であ




本・高崎 1968）．UU 枠は４台の架台で構成され，１台おきに連結されて U 型の枠をなし，その
























第 259 号，1967 年４月 29 日）と会社側を批判している．それでも，完全機械化採炭方式の開
発の取り組みは継続され，UU 枠の使用は 1967 年 10 月まで細々と続けられた（中嶋 2001）．
UU 枠に大幅な自家改造を施し，コンベアに連結するチョック型の THY 型とするなどの試行錯
誤を繰り返したが，完全切羽機械化と呼べる状態には至らなかった（岸本・高崎 1968）． 
 









                                                        
18 1963（昭和 38）年は出炭量の当時の最高記録を更新するなど好調であったが（『太平洋』第 263 号，








1967（昭和 42）年４月，東益浦部内に試験切羽が設定され，最初の SD が稼働開始した．こ




ーブル方式となった（岸本 1969）．ここに，今日に至る SD の原型が姿を現した． 
その後は，機械の故障や天盤悪化による切羽撤退などの困難に直面しながらも，横に支柱
を増やす等の改良を行った三作強化型 OMKT 枠や，縦に支柱を増やし主カッペを延長した
太平洋強化型 OMKT 枠を併用しながら，SD 採炭システムの確立を図った（岸本 1969）．その
構成は，シールド自走枠と切削用のダブルレンジング・ドラムカッター，積込み用および下盤際
切削用小型ホーベルの組み合わせに落ち着いた．図４に OMKT 枠とダブルレンジング・ドラム







図４ SD 採炭模式図（側面） 
（岸本・高崎（1968）の第１図を改変） 
 




OMKT が１脚ないし２脚だったのに対し，SMK は４脚となり，安定性を増した．1968 年末に




















図５ SMK 枠 
（田丸 1972 より転載） 
 
SD 採炭の成功は，出炭能率の向上をもたらしただけではない．保安成績の飛躍的な向上

































開発や，SD 切羽設定が困難なエリアにおける CM とアルミ合金の軽量枠によるルーム採炭な

















を採掘する技術である（伊藤 1989, 1991）．この薄層採掘については後節で詳述する． 
このように 1970 年代後半から 1980 年代にかけて，既存の SD 採炭を応用・発展させる観点












前の切羽使用電圧 1,350V では機器の高出力化に限界があったため，1991 年には切羽使用




























































































21 元釧路鉱業所次長，髙﨑守氏の講演より（石川編 2011）． 
22 太平洋関係者（元鉱業所長）へのヒアリング．2013 年８月１日実施． 
23 同上． 









































働組合 1996: 105）した．新賃金体系は 1968 年８月から，大職種制は翌 1969 年２月から実施
された．その結果，年齢給・勤続給からなる基礎給の引き上げと合わせ，国内炭鉱唯一の坑内
職種全般の固定給化に成功した（島西 2013）．その後も 1973 年 10 月に，現状に合わせた職































炭に二度取り組んでいる．一度目は，SD 確立以前の 1963（昭和 38）年であり，二番層の採掘











                                                        








会社側から二番層採掘についての提案がなされたのは，1962（昭和 37）年 10 月 29 日に開
催された昭和 37 年度第８回鉱業所経営協議会においてであった．その内容は，「採掘カ所の
深部移行度の低減と，増産によるコストダウンを図るため，二番層採掘を三十八年度下期から








リアを訪れた（『太平洋』第 244 号，1963 年２月 22 日）． 











２ 使用機器……タンデムホーベル及び自走支保  
３ 人員計画  
 （１）採炭人員は 25 名（在籍）とする． 
 （２）ゲート先掘りの掘進夫は現行掘進夫より 10 名（在籍）を配置する． 
４ 出炭及び能率  
出炭は当初 400～500 トン／日，能率 20 トン／人を目途とする．将来 600 トン／日，
能率 25 トン／人とする． 
５ 採炭開始時期  
38 年９月を目途とする．27 
 

























（『太平洋』第 256 号，1963 年８月
31 日より転載） 
                                                        




また，自走支保には，三井三池製作所製 MKSP-LIU 型（のちに FIU 型）自走支保（以下，
「IU 枠」とする）を採用した．三作に発注した 110 セットのうち，最初の２セットが８月 14 日に入
荷し，修理工場で試運転が実施されている（『太平洋』第 255 号，1963 年８月 16 日）．９月８日
には残り 108 セットも入荷した（『太平洋』第 257 号，1963 年９月 14 日）．IU 枠は，中央の I 型
の架台と，それを囲むような形の U 型の架台とがあり，その上部に６本の水圧鉄柱と３本のカッ
ペが載る構造になっている．その動作は，まず中央の I 型枠を緩め，シフターで押し出し，再び


















図 10 IU 枠試運転の様子  
（『太平洋』256 号，1963 年 8 月 31 日より転載） 
 
あわせて二番層採掘要員の訓練も進められた．７月上旬の公募によって採炭 25名，機械運
転５名，内工 14 名，係員 10 名の計 54 名が集められた．彼らを対象とした訓練が８月 31 日か




当初の予定通り，1963 年９月 17日から二番層採掘が始まり（太平洋炭鉱労働組合 2004），
10月初頭には本格採炭を開始した．その直後の 10月８日～14日の日程で，当時の山荘一雄









ルと IU枠をモチーフとしたものが採用された（『太平洋』第 276号，1964年６月 30日）．その後
は，二番層完全機械化成功を受けて，厚層における完全機械化を目指す取り組みがなされて
いく．出炭能率は何度も記録を更新し，1966 年２月上期には集能遂行率 298.6%という数字を








































①採炭員，1964 年１月 27 日，春採坑二番層左一片ロング，崩落による生き埋め（『太平洋』第
267 号，1964 年２月 13 日）． 
②採炭員，1965 年３月 29 日，春採坑二番層左一片三号ロング，自走枠操作中にズリとカッペ
の間に挟まれる（『太平洋』第 294 号，1965 年３月 31 日 ; 太平洋炭鉱労働組合 1976: 
366）． 
③職員，1965 年５月６日，春採坑二番層左一片三号ロング，切羽撤退作業中に崩落したズリ
の下敷きとなる（『太平洋』第 297号，1965年５月 11日 ; 太平洋炭鉱労働組合 1976: 366）． 
④協力会社北新鉱発作業員，1966 年２月 19 日，二番層右二片卸五号，発破事故（太平洋

















































すすめていく」という考えを示した（『地叫』号外，1977 年６月 24 日）．このように，当初から切羽
自動化を念頭においた技術開発であった．それは「将来の自動化切羽を志向する場合まず薄
層からという思想」（伊藤 1991: 512）に基づくものであった． 
その後４年半を経過した 1981 年末にようやく会社から，薄層採掘について正式な提案がな
された．12 月 24 日の山元経営協議会にて会社提案が行われた（『太平洋』第 511 号，1982
年２月１日）．会社は，1982 年９月の第２次長計についての労使協議の中で，薄層採掘につい
て具体的な提案を行った．組合は，薄層採掘についてあまり快く思っていない二番層経験者





始し，1982年までは太平洋炭砿の主要フィールドであった（山崎 1984; 高崎 1985）．南益浦で
は四番層（上層）と五番層（本層）が主要な稼行対象とされていたが，浅部には２層に分裂・薄
化していたため採掘対象外とされた四番層が残存しており，その２層のうち上位の層（上炭）は








図 12 に SD による薄層採掘の模式図を示す．シールドは隣接枠操作，ドラムカッターはラジコ

















1984 年１月 13 日から，南益浦上層東０片にて最初の１号試験切羽が稼働した．当初は設
備不慣れや坑内条件の悪化等のために，出炭は停滞したが，作業員が慣れてくることで徐々
に順調に推移するようになった（高崎 1985; 太平洋炭鉱労働組合 1986）．保安面でも，薄層
に起因する問題は生じずに，良好に推移した（高崎 1985）．とりわけ，各枠に小型の蛍光灯を















































































































太平洋炭礦株式会社創立 50 周年記念行事実行委員会，1970，『50 年のあゆみ』太平洋炭
礦株式会社． 


























太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 164 号（1959 年 9 月 13 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 173 号（1960 年１月 25 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 182 号（1960 年５月 10 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 188 号（1960 年７月 15 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 190 号（1960 年８月 25 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 229 号（1962 年７月 13 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 239 号（1962 年 11 月 18 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 242 号（1963 年１月 29 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 244 号（1963 年２月 22 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 255 号（1963 年８月 16 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 256 号（1963 年８月 31 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 257 号（1963 年９月 14 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 260 号（1963 年 10 月 26 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 263 号（1963 年 12 月９日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 267 号（1964 年２月 13 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 273 号（1964 年５月 12 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 275 号（1964 年６月 11 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 276 号（1964 年６月 30 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 277 号（1964 年７月 14 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 279 号（1964 年８月 20 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 281 号（1964 年９月 12 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 294 号（1965 年３月 31 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 297 号（1965 年５月 11 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 301 号（1965 年７月 14 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 317 号（1966 年３月 24 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 318 号（1966 年４月 23 日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 334 号（1967 年３月３日）． 
太平洋炭礦株式会社，社内報『太平洋』第 511 号（1982 年２月１日）． 
太平洋炭鉱労働組合，組合紙『地叫』第 250 号（1966 年３月 12 日）． 
太平洋炭鉱労働組合，組合紙『地叫』第 259 号（1967 年４月 29 日）． 
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